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災害リスク情報 ＜第 48 号＞ 

 
 

オフィスの災害対策 

 

1. オフィスの災害対策を考えるにあたっての観点 

東日本大震災を契機として、事業継続計画（Business Continuity Plan、以下ＢＣＰ）に注目が集

まっている。被災後に、事業を継続・早期復旧するためには、ＢＣＰに代表される計画やマニュアル

といったソフト面の対策と、設備等のハード面の対策をバランスよく進めるとともに、社員への教育・

訓練を継続して行うことが重要である。 

現在、日本企業がＢＣＰの策定を検討する場合、地震災害を想定することがほとんどである。地震

は、自社の様々な経営資源に加え、顧客や取引先といった様々なステークホルダーにも同時に被害を

与えるため、対策の検討が急がれるからである。平成 19 年の消防法改正で、防火・防災管理者の設置

が一定規模以上の事業所に義務付けられたが、ここでいう防災も主に地震を想定したものである。従

来の火災対策に加えて地震対策が義務付けられたことを踏まえると、いずれの企業においても、まず

地震への備えから検討することが合理的である。 

さて、地震対策にあたって、特に効果が高いのは建屋そのものの耐震性を見直す対策である。既存

建屋の耐震補強、免震構造を採用した建屋の建築、耐震性が低い建屋からの移転等が具体策となる。 

大手電機製造業Ａ社は、従来から計画的に耐震性の低いビルからは退去し、また、津波や洪水によ

る浸水被害が想定される地域の拠点は、浸水による被害を避けるため十分な耐震性能を備えたピロテ

ィ形式（２階以上の建物において１階部分を柱とした形式の建物）に建替えるなど、建屋そのものを

見直すことで被害を最小限に留める取組みを進めてきた。その結果、東日本大震災においては、地震

や津波による被害を最小限に留めることができ、事業復旧も同業他社に比べて、月単位で早かった。 

ただし、建屋そのものを見直す対策は、費用も相当高額になり、長期的な検討が必要になる。明日

にも来るかもしれない地震に対して、手をこまねいてはいられないとする向きも多いだろう。そこで、

本稿では、費用が比較的少額におさまり、すぐにも取り組める以下の対策を検討する。 

 

表１：今回検討したオフィスの災害対策の具体例 

観点 災害対策の具体例 

「被害を拡大させない」（防護） 備品の固定措置や転倒防止措置 

「早期に復旧する」（復旧） 被害が発生した後の対応に必要な設備や備品（食料・水、災害対

策備品、自家発電機等）の整備 

 

2. 公的ガイドラインにみる地震からの防護対策 

 地震からの防護対策を考える場合、東京消防庁が 2012 年４月に公表した「家具類の転倒・落下・移

動防止対策ハンドブック」（以下、東消ハンドブック）の一読をお勧めしたい。 

 家具類が地震動により転倒するかどうかは、①重心位置の高さ、②床との接触面の形状、③床面と

の摩擦係数の３つの要素で決まることはわかっているが、民間企業が実験まで行うことは困難である。 

そこで、東京消防庁は、家具類を実際に設置された状態で揺らす実験の結果や東日本大震災におけ

る被害状況などを調査した上で、このハンドブックを作成しており、企業の実務担当者にとって非常

に有益なものとなっている。東消ハンドブック上のチェックリストを紹介すると表２のとおりである。 

No.12-074



 

 

2

表２：オフィス内の災害対策に役立つチェックリスト 

項番 項目 

１ 背の高い家具を単独で置いていない。 

２ 安定の悪い家具は背合わせに連結している。 

３ 壁面収納は壁・床に固定している。 

４ 二段重ね家具は上下連結している。 

５ ローパーテーションは転倒しにくい「コの字型」「Ｈ型」のレイアウトにし、床固定している。

６ ＯＡ機器は落下防止してある。 

７ 引き出し、扉の開き防止対策をしている。 

８ 時計、額縁、掲示板等は落下しないように固定する。 

９ ガラスには飛散防止フイルムを貼っている。 

１０ 床につまずき易い障害物や凹凸はない。 

１１ 避難路に物を置いていない。 

１２ 避難路に倒れやすいものはない。 

１３ 避難出口は見えやすい。 

１４ 非常用進入口に障害物はない。 

１５ 家具類の天板上に物を置いていない。 

１６ 収納物がはみ出たり、重心が高くなっていない。 

１７ 危険な収納物（薬品、可燃物等）がない。 

１８ デスクの下に物を置いていない。 

１９ 引出し、扉は必ず閉めている。 

２０ ガラス窓の前に倒れやすいものを置いていない。 

２１ コピー機は適切な方法で転倒・移動防止対策をしている。 

出典：東消ハンドブック 

 

 これらチェック項目に基づいた対策を検討する中で、特に重要と考えられるポイントは以下の通り

である。 

 

ポイント１ まず４Ｓの徹底から取組もう 

 地震の際、物の落下や転倒は、大きな怪我につながることが多い。被害を拡大させないための最大

のポイントは、不必要なものが職場にない状態を保つことである。昔から言われているが、なかなか

実行できていないテーマである「４Ｓ」の徹底に取組むことが重要である。 

 ４Ｓとは整理・整頓・清掃・清潔の４つの頭文字をとったものであり、それぞれ以下のような意味

がある。職場の効率向上や労働安全衛生でよく言われることだが、災害対策にも効果がある。 

 

表３：４Ｓの意味 

整理 要るものと要らないものを区別し、要らないものは処分すること。 

整頓 要るものを所定の場所にきちんと置くこと。 

清掃 作業場所や周辺を掃除して、ゴミ、汚れのないきれいな状態にすること。 

清潔 整理・整頓・清掃を徹底して実行し、汚れのないきれいな現場を維持すること。 

出典：インターリスクレポート「労災リスクインフォメーション」2012 年度第６号（当社作成） 

 

ポイント２ ガラス飛散防止フイルムの貼付は費用対効果に優れる 

 東日本大震災発生時、地震動の影響でガラスが割れた事例は非常に多い。ガラスが割れた場合、落

下すれば周囲にけが人が生じる可能性がある上、片付けにも人手を要する。このような事態を避ける

ための一つの解決策として、ガラス飛散防止フイルムを貼付することが挙げられる。 

 この分野の技術革新には目覚しいものがあり、特殊なポリエステル等と接着剤を組み合わせること

により、ガラスが割れた場合の飛散を防止するだけではなく、赤外線や紫外線をカットする効果をも
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つ商品が開発されている。このフイルムをガラスに貼付すると、図１に示すとおりガラスが破損した

場合でも脱落や飛散を非常に少なくできる。 

 

＜層間変位試験＞JISA5759 に準じた実験（地震を想定した実験） 

    

        フイルム無し              飛散防止フイルム貼付 

 

＜ショットバッグ実験＞JISA5759 に準じた実験（人体衝突や物体衝突を想定した試験） 

        

フイルム無し              飛散防止フイルム貼付 

 

図１：ガラスを破損させる実験写真（資料提供：住友スリーエム株式会社） 

 

ガラスの破損は、地震だけではなく、爆発、風災、飛来物の衝突などでも生じるが、このような様々

な災害に同時に対応でき、かつ赤外線や紫外線をカットすることにより節電・省エネ対策にもつなが

る点で費用対効果が高い。 

 耐震補強とは異なり、施工に当たっての建屋の使用制限なども比較的少なく、お勧めできる対策の

一つとなっている。 
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ポイント３ 固定以外の災害対策にも取り組もう 

 地震からの防護対策というと家具や機器を床面や壁面に固定するイメージになりがちであるが、オ

フィスの災害対策の目的は、「被害を拡大させない」「早期に復旧する」の２点であることを考えると、

チェック項目の中の「レイアウトの見直し」や「日常作業の見直し」にも注目して対策を検討するの

が望ましい。主な対策を表４にとりまとめた。 

 

表４：固定以外のオフィスの災害対策 

ポイント 概要 

レイアウトの見直し 

（チェック項目１、２） 

オフィスの什器・備品を背合わせや左右で連結することで、床との接触

面を増やしておくと、地震の際にも転倒しにくくなる。 

パーテーションの形状見直

し（チェック項目５） 

パーテーションは、一列に並べる場合は３枚が限界とされており、でき

れば、Ｌ、コ、Ｈといった形に設置するほうが安定する。 

避難路周辺での作業見直し

（チェック項目１０～１４） 

避難路の周辺に余計なものを置かないことを日頃の作業の中で徹底し

ないと、思わぬ避難障害を生じることがある。 

重心位置の引き下げ 

（チェック項目１６） 

下段に重量物を保管するなどの運用により重心位置を引き下げておく

と、転倒を防ぐ効果がある。 

保管方法の見直し 

（チェック項目１７～２０） 

引出しや扉は開けたらすぐ閉める、ガラス扉のキャビネットに重量物を

保管しない等、備品の保管方法の見直しも重要である。 

半数ロックの実施 キャスター付の器具は、すべてをロックするのではなく、対角線にある

半数のキャスターをロックすると、転倒を防ぐ効果がある。 

 

レイアウトの見直しは、専門的な知識が必要になる場合もあるため、専門業者に相談するとよりよ

いと思われる。 

 

3. 防災備蓄ライフサイクルマネジメントによる地震からの復旧対策 

 水や食料などの非常用備蓄品は、被災直後の混乱のさなかにおいて、復旧活動を支える最後の生命

線となる。自治体の災害時の初期支援はあくまで住民のみを対象としたものである。強い揺れを感じ

たらすぐに近隣の小売店に向かうというのも、多くの会社がそのように考えている以上、あまり当て

にすることはできない。よって、企業は当面を乗り切ることができる非常用備蓄品を事業拠点ごとに

保管する必要がある。具体例を以下に示した。 

 
表５ 非常時に備えた備蓄の具体例 

使用者 目的 備蓄の具体例 

災害食確保 水、食料など（一定の社員が寝泊りすることを前提に） 

安全衛生 
マスク、ヘルメット、消毒剤、非常用トイレ、衛生用手袋、ウ

ェットティッシュ、生理用品など 
従業員 

情報確保 帰宅地図、簡易マニュアルなど 

生活維持 
ポリタンク、カセットコンロとボンベ、鍋、アルミホイル、ラ

ップ、毛布、ゴミ袋など 
脱出・救助 懐中電灯、工具、軍手、担架、ブルーシートなど 

安全衛生 医薬品、非常用トイレなど 
事業拠点ごとの 

対策組織 

（自衛消防隊等） 

情報収集 
携帯電話充電器、乾電池、事業拠点の図面、地図、緊急連絡網、

携帯ラジオ、携帯テレビ、自転車、衛星電話、カセットボンベ

発電機、大型蓄電池など 
 

これらの備蓄は、相当の量となる。現状、一部の企業に見られる「予算が余ったので、少し買って

おきたい」というような考え方で取組むのは、お勧めできない。これらの備蓄を継続的に維持管理す

るために、非常用備蓄ライフサイクルマネジメントに取り組むことをお勧めする。 
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この仕組みは、非常用備蓄品の購買から廃棄までの全過程を総合的に管理することで、「最適化され

たコストにより企業が通常通りの業務ができない状況に対して迅速に適応する力を高めること」

を目指すものであり、「コストの最小化」が主目的ではない。備蓄といえば水と食料、という時代

は終わった。従業員個人の生命身体を守った上で事業拠点を守り、企業としての意思決定を継続

するための非常用備蓄が必要となる。これら一連の要請に対して非常用備蓄ライフサイクルマネ

ジメントが力を発揮する。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２：非常用備蓄ライフサイクルマネジメントの考え方 

 

非常用備蓄ライフサイクルマネジメントの各段階におけるポイントを表６で解説する。 
 

表６ 非常用備蓄ライフサイクルマネジメントの取組みポイント 

段階 概要 具体的な手法の一例 

買わずに済ませる方法の

検討 

・他社に管理を委託できるものは可能な限り委託 
・自動販売機の活用による水備蓄の削減 
・備蓄は従業員の責任として義務付け 

購買 

調達量の平準化 ・必要量を数年間に分割して発注 
・担当部門が各部門による備蓄品の点検確認結果を取り

まとめ、不足分を発注するまでの流れを定例業務化 
→業務量と予算の平準化を図る 

配付 保管場所の検討 ・専用保管場所の設置 

→困難な場合は、机の下に磁石で設置するものや、いす

にベルトで結びつけるもの等の活用も検討 

運用 異動時の取扱や定期点検

のルール化 

・「人事異動時には、異動先でもらう」等をルール化 

・備蓄品が配置されている各部門において、数量や消費

期限を定期的に確認するようルール化 

再利用 別目的での活用 ・保管期限切れが近い災害食は、従業員への配付、フー

ドバンク等の専門ＮＰＯへの寄贈等を検討 

・保管期限の近いアルコール消毒薬は、リサイクル目的

の回収サービスを行う事業者に対応を依頼 

 東日本大震災の経験を踏まえ、非常用備蓄品市場に参入する事業者は年々増えている。既存の

取引業者の提案を待つことなく、展示会やインターネットなどで情報を収集し、必要に応じて資

料請求することをお勧めする。 

再利用

購買

配付

運用

企画

企業の
災害対応力を

高める再利用

購買

配付

運用

企画

企業の
災害対応力を

高める 配布された防災備蓄を適切に
運用（災害時の運用を含む）

運用

使用期限が切れた防災備蓄を
適切に再利用するとともに、
内容を再検討

再利用

購入した防災備蓄を過不足な
く配付し、保管

配付

必要なものを特定し、購入購買

コスト最適化を目的として、
購買から廃棄までの全過程を
設計

企画

配布された防災備蓄を適切に
運用（災害時の運用を含む）

運用

使用期限が切れた防災備蓄を
適切に再利用するとともに、
内容を再検討

再利用

購入した防災備蓄を過不足な
く配付し、保管

配付

必要なものを特定し、購入購買

コスト最適化を目的として、
購買から廃棄までの全過程を
設計

企画
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5．おわりに 

東日本大震災後の今日、企業は従業員の生命や身体を守った上で、いかに迅速に被害を確認し、

事業再開に向けた取り組みを開始できるかを問われることになる。今後は、ソフト、ハード両面

の対策を通じて、災害対応力を向上させていくことが企業のリスク管理を考える上で重要なステ

ップになると確信する。 
 以上 

コンサルティング第三部災害リスクグループ 

小山 和博 

kazuhiro.koyama@ms-ad-hd.com 
 

株式会社インターリスク総研は、MS&AD インシュアランスグループに属する、リスクマネジメント

専門のコンサルティング会社です。 

災害や事故の防止を目的にしたサーベイや各種コンサルティングを実施しています。弊社コンサル

ティングに関するお問合せは下記の弊社連絡先、または、あいおいニッセイ同和損保、三井住友海

上の各社営業担当までお気軽にお寄せ下さい。 

株式会社インターリスク総研 コンサルティング第三部  

千代田区神田駿河台 4-2-5 TEL:03-5296-8917／FAX:03-5296-8942 

 

本誌は、マスコミ報道など公開されている情報に基づいて作成しております。 

また、本誌は、読者の方々に対して企業の災害防止活動等に役立てていただくことを目的としたも

のであり、事案そのものに対する批評その他を意図しているものではありません。 
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